
十倉　雅和氏
市川　秀夫氏
小林　喜光氏
田中　稔一氏
藤原　健嗣氏

長谷川閑史氏
酒井　健二氏
尾崎　元規氏
三宅　占二氏
伊藤　雅俊氏

日覚　昭広氏

坂元　龍三氏

伊藤　文大氏

篠田　和久氏
芳賀　義雄氏

宮本　洋一氏
山内　隆司氏
中村　満義氏
村重　芳雄氏
石村　和彦氏
徳植　桂治氏
張本　邦雄氏
菰田　正信氏
阿部　俊則氏
竹中　宣雄氏

鈴木　弘治氏
上田　準二氏
村田　紀敏氏
◇清水　信次氏
和田　哲哉氏
井上　　亮氏

加藤　　進氏

小林　　健氏

中野　和久氏
高萩　光紀氏

八木　　誠氏
岡本　　毅氏
尾崎　　裕氏

出　光　興　産

Ｊ Ｘ 　Ｈ Ｄ

関　西　電　力

東　京　ガ　ス

大　阪　ガ　ス

住　友　化　学

昭　和　電　工

三菱ケミカルＨＤ

三　井　化　学

旭 　 化 　 成

武田薬品工業

日本ペイント

花 　 　 　 王

キ リ ン Ｈ Ｄ

味 　 の 　 素

東 　 　 　 レ

東 　 洋 　 紡

ク 　 ラ 　 レ

王　子　製　紙

日本製紙グループ本社

清　水　建　設

大　成　建　設

鹿　島　建　設

五　洋　建　設

旭 　 硝 　 子

太平洋セメント

Ｔ　Ｏ　Ｔ　Ｏ

三 井 不 動 産

積 水 ハ ウ ス

ミサワホーム

高 　 島 　 屋

ファミリーマート

セブン＆アイＨＤ

ライフコーポレーション

三菱ＵＦＪニコス

オ リ ッ ク ス

住　友　商　事

三　菱　商　事

増収減益

増収減益

増収減益

増収減益

増収増益

増収増益

増収増益
収 入 利 益
とも横ばい

増収増益

増収増益

増収増益

※

※

増収増益

増収増益

増収増益

増 収 だ が
利益横ばい

減収減益

収 入 利 益
とも横ばい

増収減益

増収増益

増収減益

減収増益

増収増益

※

増収増益

増収増益

※

増収増益
収入横ばい
だ が 増 益

増収増益

減収増益
収入横ばい
だ が 増 益

※

収 入 利 益
とも横ばい

※

増 収 だ が
利益横ばい

古森　重隆氏 富士フイルムＨＤ 増収増益

西沢　俊夫氏 東　京　電　力 ※

増収増益

社　長　名 会　社　名

景
気
の
現
状
は

年
度
下
期
の
景
気
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年
度
下
期
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績
は

政府への要望

年
度
上
期
の
景
気
は

設
備
投
資
計
画
は

◇は会長

三　井　物　産飯島　彰己氏 ※

帝 人大八木成男氏 増収増益

※

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

※

←

←

←

←

←

←

←

※

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

※

←

←

←

※

←

←

←

←

←

←

←

←

←

※

←

←

←

←

←

※

←

←

←

←

←

←

←

←

←

※

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

←

※

※

年
度
下
期
の
円
レ
ー
ト
は

年
３
月
末
の
株
価
は

現実的かつ総合的なエネルギー政策の立案を速やか
に実行して欲しい
経済合理性や技術水準を踏まえ、実現可能性の高い
環境・エネルギー政策を選択すべき

社会保障や財政の再建、復興財源の確保のため、消
費税を含む税制改革を前進させるべき

早急な震災復興政策や円高対策、ＴＰＰなどの通商
政策、安定的な電力確保に向けた政策
日本経済の立て直しに向けて、経済構造改革のため
の骨太の施策を立案実行すべきである

短期の復興・円高対策と中期の財政再建、社会保障
改革のバランス感覚

円高対策、復興施策の早期実施および成長戦略と社
会保障と税の一体改革の実行
成長戦略や財政再建の工程表を示し、強力に推進す
べき。また、外交の強化を早急に図るべき

震災復興（原発対応含む）対策、財政・社会保障一
体改革、ＴＰＰ交渉など成長戦略推進

復興計画の迅速な立案実行と国民の安全・暮らしを
守る社会資本整備の増強・推進

すみやかに、復興及び円高対策に向けた施策を実行
してもらいたい

省エネ住宅への建て替え時の減税やエコポイント復
活、太陽光発電や燃料電池への補助金拡充

住宅需要刺激策の拡大と継続

政争に明け暮れ国益を毀損させ続けた２年間を猛省
し真面目に政治に取り組んでほしい

現在デフレ不況増税絶対不可。震災復興は積極財政
出動で必ず成功。増税は景気回復後
震災復旧、復興を最優先に、財政などの諸課題の道
筋明確化と国民への説明責任を期待する

デフレを終息させ、経済を成長させる具体的な政策
を検討、明示、そして実行すべきだ

震災復興・成長戦略・財政再建の一体感を持った実
行、スピード感のある通商政策を期待

社会保障・税の一体改革、ＴＰＰ交渉への参画な
ど、新成長戦略の策定、及び早期推進
震災からの早期復興と、スピード感をもった成長戦
略を実行して頂きたい←

日本の経済力強化に向けて、ＴＰＰなどの課題にス
ピード感を持って取り組むべき

※

※ ※ 与野党が一致結束し、スピードを上げて課題を解決
していく『実行する政治』を望む

企業の国際競争力を高めるため、法人税引き下げや
ＴＰＰ加盟などの施策を期待する

人材育成等持続可能な社会実現の戦略策定、震災復
興及び新たなエネルギー政策の推進

※ ※

※ ※ 大都市の国際競争力向上、良質な住宅ストック形成
に資する税制・予算等各種支援措置
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中西　宏明氏 日立製作所 増収増益

増収増益

増収増益

※

増収増益

増収増益

※

増収増益

増収増益

※

※

増収増益

増収増益

増収増益

増収増益

収 入 利 益
とも横ばい

増収増益

増収減益

増収増益

増収増益

減収減益

増収減益

増収増益

増収増益

増収増益

増収増益

増収増益

増収増益

増収増益

増収増益

増収増益

減収減益

増 収 だ が
利益横ばい

増収増益

※

※

増収減益

※

増収増益

収入横ばい
だ が 減 益

増収減益

※

増収増益

増 収 だ が
利益横ばい

※

※

増 収 だ が
利益横ばい

増収増益

増収増益

佐々木則夫氏

山西健一郎氏

北澤　通宏氏

遠藤　信博氏

山本　正已氏

橋本　孝之氏

大坪　文雄氏

片山　幹雄氏

ハワード ストリンガー氏

小谷　　進氏

片岡　政隆氏

上釜　健宏氏

久芳　徹夫氏

海堀　周造氏

松本　正義氏

吉田　政雄氏

津田　純嗣氏

大宮　英明氏

長谷川　聰氏

釜　　和明氏

野路　国夫氏

益本　康男氏

矢後夏之助氏

川名　浩一氏

金森　充行氏

井川　正治氏

岡本　満夫氏

本間　博夫氏

大塚　紀男氏

内田　恒二氏

近藤　史朗氏

山本　忠人氏

中本　　晃氏

服部　真二氏

清原　　晃氏

北島　義俊氏

◆志賀　俊之氏

細井　　行氏

加藤　宣明氏

工藤　泰三氏

武藤　光一氏

渡邉　健二氏

馬田　　一氏

友野　　宏氏

佐藤　廣士氏

藤井　博行氏

嶋尾　　正氏

宗岡　正二氏

矢尾　　宏氏

石山　　喬氏

東　　　芝

三　菱　電　機

Ｎ　Ｅ　Ｃ

富　士　通

日本ＩＢＭ

パナソニック

シ　ャ　ー　プ

ソ　ニ　ー

パイオニア

アルプス電気

Ｔ　Ｄ　Ｋ

京　セ　ラ

横　河　電　機

住友電気工業

古河電気工業

安　川　電　機

富 士 電 機

三菱重工業

川崎重工業

Ｉ　Ｈ　Ｉ

コ　マ　ツ

ク　ボ　タ

荏原製作所

日　　　揮

シチズンＨＤ

ジェイテクト

ア　マ　ダ

不　二　越

日　本　精　工

キ　ヤ　ノ　ン

リ　コ　ー

富士ゼロックス

島津製作所

セイコーＨＤ

Ｊ　Ｕ　Ｋ　Ｉ

大日本印刷

日産自動車

ホ　ン　ダ

いすゞ自動車

デ　ン　ソ　ー

ブリヂストン

日　本　郵　船

商　船　三　井

全日本空輸

日　本　通　運

ＪＦＥ　ＨＤ

住友金属工業

神戸製鋼所

日　立　金　属

大同特殊鋼

新日本製鉄

三菱マテリアル

日本軽金属

増収増益

伊東　孝紳氏

荒川　詔四氏

伊東信一郎氏

※

牧野　二郎氏 牧野フライス製作所 増収増益

増収減益

ヤマハ発動機柳　　弘之氏 増収増益

◆は最高執行責任者

Ｎ Ｔ Ｎ◇鈴木　泰信氏

◇は会長

増収増益

増収増益

増収増益

日 立 物 流鈴木　登夫氏 増収増益
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←

←

←

←

年
度
下
期
の
円
レ
ー
ト
は

年
３
月
末
の
株
価
は

震災からの復興、円高・デフレ対策、成長戦略の実
現、社会保障と税・財政の一体改革

震災復興や新たな成長戦略の実行に向け、具体的な
政策を速やかに実行してほしい

震災からの早期復旧・復興と、新成長戦略の早期実
行に向けた強いリーダーシップ

※ 円高対策、震災復興、ならびに成長戦略の迅速な実
行に期待する

復旧、復興と六重苦解消に向け、内外の信頼にたる
新戦略・工程表の策定と即時断行

円高対策、電力安定化、経済連携協定の一層の推進
など、経済再生に向けた指導力の発揮

※ 日本企業の国際競争力強化に資する政策に期待した
い

※ ※ 復興対策の具体化、成長戦略の具体化、税と社会保
障の一体改革の具体化

一刻も早く、具体性のある有効な為替・経済政策を
望む

産業構造の転換を促す税制や支援制度の導入

日本の将来の成長源となる研究開発・投資促進にか
かわる租税特別措置の継続をお願いする

超円高の是正 エネルギー政策の見直し（大綱の
改定） 財政改革・税制改革

国内産業振興のための六重苦対策。海外移転の大き
な動きはこの３－６カ月で確定する

震災復興や円高対策を早急に進めるとともに成長戦
略や産業競争力強化のための政策を

分散型発電や再生可能エネルギー、化石燃料の高度
化利用促進等のエネルギー施策の推進

※ 復興政策に加え、企業の競争力強化につながる施策
（円高対策等）を遂行して頂きたい

※ 震災復興、エネルギー政策に加え、日本の成長に向
けた政策の迅速な具現化を望む

規制緩和

外交力を発揮し日本の国際的存在感をあげ円高是
正、内需喚起政策で国内市場の活性化

円高の是正対策を積極的に国として対応できるよう
期待する

震災復興、社会保障制度改革に必要な財源を将来世
代に負担させるべきではない

政治主導という言葉が躍り、行政や経済界もそれを
「否認」してきた。これを打破することが大切

国の将来に重要な事項を政争の具とせず、一刻も早
く具体策を推進することを強く望む

我が国の国際競争力を損なわないよう急激な円高や
法人税率の取り組みに期待する

震災復興、円高対策などに対して、これまで以上に
スピード感を持って取り組んで欲しい

超円高緊急対策の実施と企業の国際競争力の強化を
支援する諸施策の実施

震災復興を最優先としつつ、円高や税制など直近の
課題に全力で取り組んでほしい

※

※

※

航空産業における国際競争力向上に向けた我が国固
有の規制緩和や公租公課の低減

震災復興をはじめとして電力問題や円高への対応を
早急に進めていただきたい

※ 震災からの復興はもとより、円高対策や法人税減税
などの諸課題に迅速に取り組んでほしい

円高対策、自由貿易の推進など、企業の国際競争力
強化につながる施策の速やかな実行

３次補正の速やかな実行と円高是正、環境エネルギ
ー政策見直しなど重要課題への取り組み

震災からの早期復興、円高対策を含む経済活性化
策、電力の安定供給確保、温暖化対策の見直し

※ ※

←

※ 震災復興や円高対策に加えて我が国の持続的成長に
資する経済政策を迅速に実行頂きたい

急激な円高への対応や法人税率の見直し等、効果的
な施策を期待する

円高への対応

※

※

足元の円高対応とあるべきエネルギー・環境対策の
早期立案及び推進

※ ※ 円高の是正、ＦＴＡの推進など日本の輸出競争力を
向上させる政策の実行

ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）への参加など自由
貿易の推進

←

減収だが利益横ばい
増収だが赤字
収入横ばいだが赤字
減収で赤字
その他 無回答 ※

（５）貴社の 年度下期の設備投資計画は 年
度当初計画と比較してどうなりますか

増加する （ ）
減少する （ ）
横ばい （←）
その他・無回答 （※）

（６） 年度下期の対ドル円レートの平均は

　円を超える円高
　－ 円
　－ 円
　－ 円
　－ 円
　－ 円
　－ 円
　 － 円
　 円を超える円安

※　その他・無回答

（７） 年３月末の平均株価は

　 円未満
　 円台
　 円台
　 円台
　１万円台
　１万 円台
　１万 円台
　１万 円以上
※　その他・無回答

大　手
社

中　小
社

大
手
企
業
社
長
１
０
０
人
に
聞
く
１
面
参
照

回復傾向鮮明

攻
め
の
投
資
目
立
つ

　
大
手
企
業
経
営
者
の
足
元

の
景
況
感
は
、
「
悪
化
」
が

前
回
調
査
の

社
か
ら
今
回

は
７
社
に
急
減
。
一
方
で

「
上
昇
」
が
同
４
社
か
ら

社
、
「
横
ば
い
」
が
同

社

か
ら

社
に
増
え
た
。

年

度
上
期
見
通
し
は
「
上
昇
」

が
現
状
認
識
か
ら
９
社
減
っ

て

社
、
「
横
ば
い
」
が
同

５
社
増
の

社
と
な
る
。

年
度
上
期
に
は
回
復
を
期
待

し
て
お
り
、
「
上
昇
」
が

社
に
拡
大
、
「
横
ば
い
」
が

社
、
「
悪
化
」
が
３
社
と

な
っ
て
い
る
。

　

年
度
下
期
の
経
常
損
益

は
「
増
益
」
が

社
を
占

め
、
こ
の
う
ち

社
が
「
増

収
増
益
」
と
好
調
。
こ
れ
に

伴
い
設
備
投
資
計
画
も
堅
調

で
、

年
度
計
画
を
期
初
計

画
か
ら
変
更
し
な
い
企
業
が

社
を
占
め
た
。
前
回
調
査

で
は
、
対
象
企
業
の
過
半
数

が

年
度
の
設
備
投
資
を
前

年
度
か
ら
増
や
し
て
お
り
、

高
水
準
な
投
資
を
維
持
し
て

い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　
設
備
投
資
の
主
な
目
的
は

「
能
力
増
強
」
が

社
、

「
更
新
投
資
」
が

社
、

「
合
理
化
投
資
」
が

社
の

順
と
な
っ
て
お
り
、
攻
め
の

投
資
が
目
立
つ
。

石油・電力・ガス

化学・薬品塗料・食品

繊維・紙

建設

流通・その他

電機

産業機械

精密機械・印刷

自動車・同関連

運輸

鉄鋼・非鉄

（ ） 　　 ２０１１年 平成２３年 １０月６日 木曜日 　　


